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はじめに
総務省「労働力調査」によれば，2008年の雇用者全体に占めるパート・
アルバイトや契約社員，派遣社員など非正規雇用者の割合は34.1％であり，
今や日本の雇用者の３人に１人を非正規雇用者が占めている。労働組合の
組織率の低下が言われて久しいが，その一因は，正規従業員を中心として
組織されてきた日本の労働組合が非正規雇用者に対して十分な対応ができ
なかったことにある。近年では，ナショナルセンターである連合が2006春
季生活闘争で「パート共闘会議」を立ち上げ，パート労働者の組織化や待
遇改善に向けた方針を打ち出し，2010春季生活闘争では非正規雇用者も含
めすべての労働者を対象に労働条件の改善に取り組む方針を打ち出してい
る。また，連合総研調査（2009）で紹介されているように，様々な課題や
悩みを乗り越えて非正規雇用者の組織化に成功している労働組合も現れて
いる1）。とはいえ，ほとんどの労働組合は非正規雇用者にどう対応してい
くかを悩んでいるというのが実情である。
労働組合の対応としては，まず非正規雇用者の活用によって生じる職場
の課題を認識することにはじまり，職場の実態や活用人数を把握し，その
上で経営側との労使協議を通じて発言し，必要ならば組織化に取り組むと
いうステップをたどることになろう。電機産業について調査・分析を行っ
1）	 調査結果の内容を，一般読者向けに解説したものとしては中村（2009）がある。
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た佐藤（2001）によれば，非正規雇用者の活用や雇用に関係した事項に関
して経営側から報告を受けたり，労使協議を実施している労働組合は多い
ものの，報告が主で労働組合の発言は弱い。また連合総研調査（2007）に
よれば，非正規雇用者の「導入の是非」や「仕事内容」，「配置する仕事」
などに関して労使協議を実施しているのは２〜３割にとどまっている。ほ
とんどの労働組合では，経営側からの報告による把握はされているものの，
それが発言にまでは至っていないことが分かる。とはいえ，事業所単位で
みればどうか。事業所によっては非正規雇用者の活用が進んでいるところ
もあれば，そうでないところもある。活用が相当程度進んでいる事業所で
は課題への対応を迫られ，把握の段階を超えて積極的な発言や組織化にま
で至っているのではないか。すなわち，非正規雇用者の活用が進んでいる
職場ほど非正規雇用者への対応が進んでいるのではないか。
このことを確認するため，本稿では，電機産業における非正規雇用者の
活用実態と職場での課題を概観し，その上で，労働組合の対応について検
討を行う。使用するデータは，電機・電子・情報関連産業の労働組合で構
成される産業別労働組合組織である電機連合が2008年12月に加盟組合に
対して実施した「パート，派遣，請負労働者等の雇用実態調査」結果であ
る2）。電機産業においても非正規雇用者の増加は著しく，とくに1990年代
以降，開発・設計部門や製造部門で派遣社員や請負社員など外部人材の活
用が進んでいる。その実数は統計上なかなか捉えにくいが，電機連合では，
これまでに派遣・請負社員を中心に非正規雇用者に対する取り組みを進め
ており，非正規雇用者に関する実態調査も数回実施している3）。直近の2008
年12月調査では非正規雇用者比率は30.9％，派遣社員比率は14.7％，請負
社員比率は12.3％である。今や電機産業においても雇用者の３人に１人を
非正規雇用者が占め，かつその多くは外部人材で占められている4）。
2）	 調査結果は，電機連合（2009）を参照。
3）	 これまでの請負・派遣労働者を中心とした非正規雇用者に対する電機連合の取り組みについ
ては，新谷（2009）を参照。
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なお，この調査は雇用実態の把握を目的としているため，労働組合の対
応に関する設問は労使協議や組織化の有無にとどまり，詳細な協議内容や
組織化状況に関する設問は設けていない。そのため，ここでの検討はあく
まで非正規雇用者の活用比率と労使協議や組織化の有無の関係を網羅的に
把握する予備的検討の位置づけである。
１．調査の概要と分析の対象
調査は，加盟組合685組合を対象に実施し，回収率は67.6％である。雇用
実態の把握を目的に，正規従業員については管理職，組合員の人数を，非
正規雇用者についてはパート・アルバイト，有期契約社員，派遣社員，請
負社員の他，定年退職者について，雇用形態別に人数をたずねている。こ
れら雇用実態に関する設問すべてに，組合本部から回答があったのは286
組合である。本調査では，業種ごとの特徴を把握するために組合支部から
の回答も依頼しているが，回答は少なく，225支部，組合数にして42組合
である。
本稿では，支部回答を分析対象とする。サンプル数は少なくなるものの，
あえて支部回答のみに対象を絞る理由は，多くの場合，派遣社員や請負社
員などの外部人材の採用・活用に関して決定権限をもち，かつ把握してい
るのは，会社でいえば事業所であり，そうした事業所に対応し，かつ職場
の状況を最もよく知るのは労働組合でいえば支部だからである。
なお，パート・アルバイト，有期契約社員，派遣社員，請負社員を対象
とし，定年退職者については対象としない。調査におけるパートタイム労
働者，有期契約社員，派遣社員，請負社員の定義は以下のとおりである。
パート労働者，有期契約社員については活用する企業が直接雇用契約を結
非正規雇用者の活用実態と労働組合の対応
4）	 調査の実施時期は2008年12月であり，その後の経済危機の影響で電機産業でも非正規雇用
者の大幅な人員削減が行われたことから，現在の雇用実態は調査当時とは異なっている。し
かし，中長期的にみれば非正規雇用者の活用の流れが大きく変化するとは考えがたい。
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ぶが，派遣社員，請負社員については，活用企業は直接雇用契約を結ばず，
派遣・請負会社が雇用契約を結ぶ。そのため，前者は直接雇用，後者は間
接雇用とも呼ばれる。また後者は外部人材とも呼ばれる。さらに同じ外部
人材でも派遣社員と請負社員とでは雇用関係の取り扱いなどが法律上異な
り，派遣社員は活用企業の指揮命令を受けて働くが，請負社員の場合は活
用企業が直接指揮命令をすることはできない。
・パートタイム労働者
：１週間の所定労働時間が通常の労働者（正社員）より短い（おお
むね35時間未満の）労働者。
・有期契約社員
：１週間の所定労働時間が通常の労働者（正社員）と同等（おおむ
ね35時間以上）であり，期間の定めのある労働契約で雇用されて
いる労働者（フルタイム型のパートタイム労働者を含む）。
・派遣社員
：労働者派遣とは，「自己の雇用する労働者を，当該雇用関係の下
に，かつ，他人の指揮命令を受けて，当該他人のために労働に従
事させることをいい，当該他人に対し当該労働者を当該他人に雇
用させることを約してするものを含まないもの」（労働者派遣法第
２条）であり，その対象となる労働者。
・請負社員
：労働契約を締結した相手方である企業が業務請負契約により受注
先（受託企業）となり，主として発注元企業（委託企業）の事業
所構内で働く労働者。
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２．電機産業における非正規雇用者の活用実態と今後の活用方針
（１）電機産業における非正規雇用者の活用実態
225支部のうち非正規雇用者のいる支部は223支部，その割合は99.1％で
あり，ほぼすべての事業所で非正規雇用者が働いているといえる。223の事
業所の従業員規模は表１のとおりである。300人未満の事業所が30.0％と３
割を占めている。1,000人以上2,999人以下の事業所は26.0％，3,000人以上
の事業所は4.0％であり，双方を合わせた1,000人以上の事業所が全体の３
割を占めている。中央値は535人，平均値は882人である。最も規模が大き
い事業所は6,835人，最も小さい事業所は28人である。
表１　事業所の従業員規模（管理職と組合員の合計）（％）
従業員
規模
299人
以下
300−
499人
500−
999人
1000−
2999人
3000人
以上
中央値
（人）
平均値
（人）
割合 30.0 17.5 22.4 26.0 4.0 535 882
雇用形態別にみた非正規雇用者の割合は表２のとおりである。全体では，
非正規雇用者比率は30.5％に達している。そのうち最も多いのが派遣社員
で15.6％，次いで請負社員12.4％である。派遣社員と請負社員を合わせた
外部人材比率は28.0％であり，非正規雇用者のほとんどは外部人材である
ことが分かる。部門別では，製造部門で非正規雇用者比率が最も高く，39.5
％と実に４割を占めている。かつ派遣社員は23.4％と２割を超え，請負社
員と合わせた外部人材比率は36.0％である。開発・技術部門の非正規雇用
者比率は31.6％と製造部門ほど高くはないが，それでも３割を占めている。
なお開発・技術部門では，派遣社員12.3％，請負社員18.0％と，請負社員
の数が派遣社員を上回っている。事務部門の非正規雇用者比率は18.4％と
他の二部門に比べれば低い。
非正規雇用者の活用実態と労働組合の対応
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表２　雇用形態別にみた非正規雇用者の割合（％）
管理職 組合員
非正規雇用者比率 外部人材
比率
（派遣＋請
負）
人数パ トー・
アルバイト
有期契
約社員
定年・有期
契約社員
定年・派
遣社員
定年・
その他
派遣
社員
請負
社員
全体 14.8 54.7 0.7 0.9 0.6 0.3 0.1 15.6 12.4 30.5 28.0 284,649
製造部門 3.5 57.0 1.0 1.4 0.4 0.5 0.1 23.4 12.7 39.5 36.0 90,089
開発・技術
部門 16.3 52.2 0.2 0.4 0.4 0.2 0.1 12.3 18.0 31.6 30.3 110,218
事務部門 26.1 55.5 0.8 0.9 0.3 0.0 0.0 12.2 3.3 18.4 15.5 67,533
電機連合では2001年11月にも労働組合支部を対象に非正規雇用者の雇
用構造に関する調査を実施している5）。表３は，非正規雇用者に占める各
雇用形態の割合を2001年調査と2008年調査とで比べたものである。この間
に非正規雇用者比率は17.9％から30.5％へ大きく上昇した。雇用形態別の
割合をみると，2001年調査では請負社員が67.2％と最も多かったが，2008
年調査では40.8％まで低下している。これに代わって，派遣社員が18.2％
から51.2％へ増加している。これは，2004年３月の製造業務への派遣解禁
を契機に，それまで製造部門で多く活用されていた請負社員が派遣社員へ
切り替えられたことによる。非正規雇用者に占める外部人材比率に大きな
変化はみられないものの，その雇用形態は請負社員から派遣社員へ大きく
シフトしているといえる。
表３　非正規雇用者に占める各雇用形態の割合（％）
パート・アル
バイト・有期
契約社員・
嘱託
派遣社員 請負社員
非正規
雇用者
比率
件数
2001年調査 14.6 18.2 67.2 17.9 267
2008年調査 8.1 51.2 40.8 30.5 223
5）		 同調査結果は，電機連合（2001）を参照。
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事業所別にみた非正規雇用者比率の分布は表４のとおりである。非正規
雇用者比率が30％以上の割合は43.9％と４割強を占め，そのうち50％以上
の割合が11.2％と１割強を占めている。従業員規模による大きな違いはみ
られない。どの規模でみても，30％以上の割合はおよそ４割強を占める。
部門別にみると，製造部門では30％以上の割合が55.2％と５割強を占め，
開発・技術部門40.9％，事務部門41.3％に比べて高くなっている。
表４　事業所別にみた非正規雇用比率（％）
10%未満 10%以上20%未満
20%以上
30%未満
30%以上
40%未満
40%以上
50%未満 50%以上 30%以上 件数
全体　 19.7	 22.0	 14.3	 21.5	 11.2	 11.2	 43.9	 223
従業員
規模別
299人以下 22.4	 25.4	 11.9	 20.9	 9.0	 10.4	 40.3	 67
300−499人 15.4	 17.9	 20.5	 20.5	 7.7	 17.9	 46.1	 39
500−999人 18.0	 18.0	 16.0	 20.0	 18.0	 10.0	 48.0	 50
1000−2999人 19.0	 25.9	 12.1	 25.9	 8.6	 8.6	 43.1	 58
3000人以上 33.3	 11.1	 11.1	 11.1	 22.2	 11.1	 44.4	 9
部門別
製造部門 13.8	 15.9	 15.2	 28.3	 13.1	 13.8	 55.2	 145
開発・技術部門 20.5	 21.3	 17.3	 20.5	 9.4	 11.0	 40.9	 127
事務部門 23.8	 19.6	 15.4	 20.3	 11.2	 9.8	 41.3	 143
事業所別にみた外部人材比率の分布は表５のとおりである。外部人材比率
が30％以上の割合は35.4％と３割強を占め，そのうち50％以上の割合が9.0
％と１割弱を占めている。従業員規模別にみると，30％以上の割合は299人
以下規模で26.9％と低いものの，その他の規模ではどれも４割前後を占めて
いる。部門別にみると，製造部門では30％以上の割合が43.4％と４割強を占
め，開発・技術部門33.8％，事務部門32.2％に比べて高くなっている。
以上のことから，電機産業においても非正規雇用者の活用は進んでいる
が，そのほとんどは派遣社員や請負社員などの外部人材であり，かつ製造
部門における活用比率が高いことが分かる。また，2004年３月の製造業務
への派遣解禁を契機に，外部人材の雇用形態は請負社員から派遣社員へ大
きくシフトしている。
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（２）今後の非正規雇用者の活用方針
今後の非正規雇用者の活用方針はどうであろうか。表６は，今後の活用
方針を雇用形態別にみたものである。どの雇用形態をみても「積極的に活
用する」割合は少ないものの，「積極的に活用する」と「活用する」を合わ
せた〈活用する〉割合をみると，パート・アルバイト30.9％，有期契約社
員44.4％に対して，派遣社員75.3％，請負社員59.2％と，外部人材が高い
割合を占めている。とくに派遣社員については７割強にも達している。こ
のことから，今後も外部人材を積極的に活用していこうとしていることが
うかがえる。
表６　今後の非正規雇用者の活用方針（％）
積極的に
活用する 活用する
あまり活用する
つもりはない 活用しない 無回答
パート・アルバイト 2.2	 28.7	 27.4	 33.2	 8.5	
有期契約社員 4.5	 39.9	 26.0	 22.0	 7.6	
派遣社員 5.8	 69.5	 20.2	 1.3	 3.1	
請負社員 9.4	 49.8	 23.8	 9.4	 7.6
表５　事業所別にみた外部人材比率（％）
10%未満 10%以上20%未満
20%以上
30%未満
30%以上
40%未満
40%以上
50%未満 50%以上 30%以上 件数
全体　 26.5 22.4 15.7 17.9 8.5 9.0 35.4 223
従業員
規模別
299人以下 35.8 28.4 9.0 16.4 4.5 6.0 26.9 67
300−499人 20.5 12.8 23.1 20.5 5.1 17.9 43.5 39
500−999人 20.0 22.0 22.0 14.0 14.0 8.0 36.0 50
1000−2999人 24.1 24.1 13.8 22.4 8.6 6.9 37.9 58
3000人以上 33.3 11.1 11.1 11.1 22.2 11.1 44.4 9
部門別
製造部門 18.6 19.3 18.6 22.8 10.3 10.3 43.4 145
開発・技術部門 24.4 24.4 17.3 18.9 5.5 9.4 33.8 127
事務部門 30.8 19.6 17.5 16.8 8.4 7.0 32.2 143
229
３．非正規雇用者の活用による職場の課題
非正規雇用者の活用は職場にどのような影響を与えているのだろうか。
調査では，七つの課題について，雇用形態別に「そう考える」，「どちらか
といえばそう考える」，「どちらかといえばそう考えない」，「そう考えない」
のなかから最もあてはまるものを答えてもらっている。表７は，該当する
非正規雇用者がいる支部を対象に，「そう考える」と「どちらかといえばそ
う考える」を合わせた〈そう考える〉の割合を示したものである。
いずれの雇用形態でも最も多いのは「技術伝承やノウハウの蓄積が難し
くなる」であり，ほぼ７割以上を占めている。次いで「正規労働者が本来
業務に専念できなくなる」，「機密事項が漏洩する」がほぼ５割以上を占め
ている。非正規雇用者の活用が技術の伝承を阻害し，また非正規雇用者の
管理や教育訓練に時間がとられることで，組合員である正規従業員の業務
負荷が高まり，本来業務に専念できなくなる，との課題意識を強くもって
いることが分かる。
雇用形態別にみると，「仕事の連携が円滑に進まなくなる」を除いて，派
遣社員が六つの課題すべてで他の雇用形態より高い割合を示している。と
くに「技術伝承やノウハウの蓄積が難しくなる」が83.6％と８割以上を占
め，「機密事項が漏洩する」，「正規労働者が本来業務に専念できなくなる」
も64.3％，62.4％と６割を超えている。請負社員についてもほとんどの項
目でパート・アルバイトや有期契約社員より高い割合を示しており，総じ
て外部人材の活用において強い課題意識をもっていることが分かる。
ただし，外部人材の活用に課題意識が強いのは，そもそも外部人材の活
用比率が高いからかもしれない。そこで，表８では，いずれの雇用形態で
も課題意識が強い「技術伝承やノウハウの蓄積が難しくなる」，「正規労働
者が本来業務に専念できなくなる」，「機密事項が漏洩する」の三つの課題
について〈そう考える〉割合を，各雇用形態の活用比率別にみた。
各雇用形態の10％未満をみると，三つの課題すべてで，派遣社員や請負
非正規雇用者の活用実態と労働組合の対応
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社員などの外部人材がパート・アルバイトや有期契約社員などの直接雇用
を上回っている。10％以上になると，パート・アルバイトや有期契約社員
のサンプル数が極端に少なくなるため，正確な比較は難しいが，およそ同
様の傾向がみてとれる。これは活用比率にかかわりなく，外部人材への課
題意識が強いことを示している。
それでは，活用比率が高くなるに従い課題意識も強まるのであろうか。
パート・アルバイトや有期契約社員については10％以上のサンプル数が極
端に少ないため，派遣社員，請負社員をみる。派遣社員をみると，「技術伝
承やノウハウの蓄積が難しくなる」についてはさほど大きな開きではない
ものの，10％未満80.0％，10％以上83.9％，20％以上86.8％と活用比率が
高くなるほど課題意識が強まっている。「正規労働者が本来業務に専念でき
なくなる」も同様で，10％未満56.0％，10％以上58.1％，20％以上72.4％
と課題意識が強まっている。とくに20％未満では６割弱だったものが，20
％以上では７割を超えている。「機密事項が漏洩する」については課題意識
が強まる傾向はみられない。請負社員については課題意識が強まる傾向は
みられず，むしろ低下している。とはいえ，少なくとも派遣社員について
は，活用比率が高くなるに従い課題意識も強まる傾向がありそうである。
表７　非正規雇用者の活用による職場の課題（％）
技術伝承やノウハウの蓄積が難しくなる仕事の連携が円滑に進まなくなる正規労働者の帰属意識が弱まる 正規労働者が本来業務に専念できなくなる製品・サービスなどの質が低下する安全衛生管理面での問題が生じやすい機密事項が漏洩する件数
パート・アルバイト 71.6	 42.0	 23.5	 51.9	 39.5	 46.9	 48.1	 81
有期契約社員 69.0	 33.3	 24.1	 48.3	 33.3	 41.4	 56.3	 87
派遣社員 83.6	 40.8	 25.8	 62.4	 46.0	 53.1	 64.3	 213
請負社員 74.8	 41.7	 25.2	 − 37.9	 48.5	 59.2	 103
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４．非正規雇用者に対する労働組合の対応
（１）非正規雇用者の受入れに関わる労使協議の状況
労働組合は非正規雇用者の活用に関してどの程度会社に対して発言して
いるのだろうか。表９は，該当する非正規雇用者がいる支部を対象に，雇
用形態別に労使協議の実施状況をみたものである。総じて「協議を行って
いる」割合は１割程度と低い。あえていえば派遣社員が他の雇用形態に比
べて若干高いが，それでも11.3％と低位にとどまっている。「報告を受けて
いる」割合をみると，直接雇用であるパート・アルバイト，有期契約社員
は49.4％，51.7％と約５割であり，派遣社員や請負社員などの外部人材を
上回っている。「協議を行っている」と「報告を受けている」を合わせた
非正規雇用者の活用実態と労働組合の対応
表８　非正規雇用者の活用による職場の課題（活用比率別）（％）
技術伝承やノウハウの蓄積が難しくなる正規労働者が本来業務に専念できなくなる機密事項が漏洩する件数
パート・アルバイト 10%未満 71.4	 50.0	 50.0	 70
10%以上 62.5	 62.5	 25.0	 8
20%以上 100.0	 66.7	 66.7	 3
有期契約社員 10%未満 69.1	 46.9	 56.8	 81
10%以上 66.7	 66.7	 50.0	 6
派遣社員 10%未満 80.0	 56.0	 65.3	 75
10%以上 83.9	 58.1	 61.3	 62
20%以上 86.8	 72.4	 65.8	 76
請負社員 10%未満 86.8	 − 64.2	 53
10%以上 60.9	 − 52.2	 23
20%以上 63.0	 − 55.6	 27
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〈協議・報告がある〉割合をみると，パート・アルバイト，有期契約社員，
派遣社員では５割以上であるのに対し，請負社員は43.7％とやや低くなっ
ている。総じて，ほとんどは報告を受ける段階にとどまり，非正規雇用者
の活用に関して十分な発言がなされているとはいいがたい。
表９　非正規雇用者の受入れに関わる労使協議の状況（％）
協議を行
っている
報告を受
けている
協議・報
告はない 無回答
協議・報
告あり 件数
パート・アルバイト 4.9	 49.4	 43.2	 2.5	 54.3	 81
有期契約社員 8.0	 51.7	 37.9	 2.3	 59.7	 87
派遣社員 11.3	 40.8	 46.0	 1.9	 52.1	 213
請負社員 6.8	 36.9	 55.3	 1.0	 43.7	 103
表10は，各雇用形態について，活用比率別に労使協議の実施状況をみた
ものである。各雇用形態の10％未満について「報告を受けている」割合を
みると，パート・アルバイト48.6％，有期契約社員49.4%，派遣社員36.0%，
請負社員34.0%と，直接雇用が外部人材を上回っていることに変わりはな
い。10％以上になると，パート・アルバイトや有期契約社員のサンプル数
が極端に少なくなるため，正確な比較は難しいが，およそ同様の傾向がみ
てとれる。
それでは，活用比率が高くなるに従い労使協議や報告の実施割合も高ま
るのであろうか。パート・アルバイトや有期契約社員については10％以上
のサンプル数が極端に少ないため，派遣社員，請負社員をみる。派遣社員
の「協議を行っている」割合をみると，10%未満5.3％，10%以上9.7%，
20%以上18.4%と，活用比率が高くなるほど実施割合が高まっている。と
くに20%以上では約２割に達している。「報告を受けている」割合をみて
も，10%未満36.0％，10%以上45.2%，20%以上42.1%とおよそ実施割合が
高まっている。その結果，〈協議・報告がある〉割合も10%未満41.3％，
10%以上54.9%，20%以上60.5%と実施割合が高まっている。請負社員につ
233
いては「協議を行っている」割合が高まる傾向はみられないが，「報告を受
けている」割合をみると，10%未満34.0％，10%以上34.8%，20%以上44.4%
と実施割合が高まっている。このことから，活用比率が高くなるに従い，
協議・報告を行う傾向がみてとれる。
表10　非正規雇用者の受入れに関わる労使協議の状況（活用比率別）（％）
協議を行
っている
報告を受
けている
協議・報
告はない
無回答
協議・報
告あり
件数
パート・アルバイト 10%未満 5.7	 48.6	 42.9	 2.9	 54.3	 70
10%以上 0.0	 62.5	 37.5	 0.0	 62.5	 8
20%以上 0.0	 33.3	 66.7	 0.0	 33.3	 3
有期契約社員 10%未満 7.4	 49.4	 40.7	 2.5	 56.8	 81
10%以上 16.7	 83.3	 0.0	 0.0	 100.0	 6
派遣社員 10%未満 5.3	 36.0	 57.3	 1.3	 41.3	 75
10%以上 9.7	 45.2	 43.5	 1.6	 54.9	 62
20%以上 18.4	 42.1	 36.8	 2.6	 60.5	 76
請負社員 10%未満 9.4	 34.0	 54.7	 1.9	 43.4	 53
10%以上 8.7	 34.8	 56.5	 0.0	 43.5	 23
20%以上 0.0	 44.4	 55.6	 0.0	 44.4	 27
（２）非正規雇用者の組織化状況
非正規雇用者の組織化の状況はどうだろうか。表11は，該当する非正規
雇用者がいる支部を対象に，雇用形態別に組織化の状況をみたものである。
結果は，雇用形態にかかわらずほとんど組織化されていない。あえて言え
ば，直接雇用の非正規雇用者が若干組織化されているといえるが，それで
もパート・アルバイト2.5％，有期契約社員1.1％と低調である。
今後の組織化方針はどうだろうか。表12は，該当する非正規雇用者がお
り，かつ現在組織化していない支部を対象に，雇用形態別に今後の組織化
方針をみたものである。結果は，有期契約社員で5.8％が「組織化に取組ん
でいる」ものの，他の雇用形態は0.0％であり，また「組織化を検討してい
非正規雇用者の活用実態と労働組合の対応
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る」労働組合はない。「将来的に考える必要を感じている」とする割合もす
べての雇用形態で２割程度と，雇用形態による違いはみられない。有期契
約社員を除いて，「組織化を考えていない」とする割合が７割を超えてい
る。
表12　非正規雇用者の組織化方針（％）
組織化に取
組んでいる
組織化を検
討している
将来的に考
える必要を
感じている
組織化を考
えていない 無回答 件数
パート・
アルバイト 0.0	 0.0	 20.5	 75.6	 3.8	 78	
有期契約社員 5.8	 0.0	 23.3	 68.6	 2.3	 86	
派遣社員 0.0	 0.0	 20.1	 78.0	 1.9	 209	
請負社員 0.0	 0.0	 22.8	 74.3	 3.0	 101	
労使協議の実施状況と同様に，組織化方針にも活用比率による違いはあ
るのだろうか。表13では，各雇用形態について活用比率別に組織化方針を
みた。各雇用形態とも活用比率別で大きな違いはなく，「将来的に考える必
要性を感じている」割合は，総じて２割程度である。あえていえば請負社
員で20%以上が30.8％と３割となっている。
以上のことから，直接雇用，外部人材にかかわりなく，非正規雇用者の
組織化はほとんど進んでおらず，また今後の組織化意欲も弱いことが分か
る。活用比率との関係でみても，活用比率が高まるほど，組織化意欲が強
表11　非正規雇用者の組織化の状況（％）
組織化している 組織化していない 無回答 件数
パート・アルバイト 2.5	 96.3	 1.2	 81
有期契約社員 1.1	 98.9	 0.0	 87
派遣社員 0.5	 98.1	 1.4	 213
請負社員 0.0	 98.1	 1.9	 103
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まるというわけではない。総じて，非正規雇用者の組織化の取り組みは低
調である。
おわりに
本稿では，電機連合調査を用いて，電機産業における非正規雇用者の活
用実態と職場での課題を概観し，その上で，労働組合の対応として労使協
議の実施状況，組織化の現状について検討を行った。結果は以下のとおり
である。
まず，電機産業においても非正規雇用者の活用は進んでいるが，そのほ
とんどは派遣社員や請負社員などの外部人材であり，かつ製造部門におけ
る活用比率が高い。こうした外部人材の活用について，労働組合は技術の
伝承を阻害し，また組合員である正規従業員の業務負荷が高まり本来業務
に専念できなくなる，との課題意識を強くもっている。しかし，そうした
課題意識を強くもちながらも，労使協議を行っている労働組合はさほど多
非正規雇用者の活用実態と労働組合の対応
表13　非正規雇用者の組織化方針（活用比率別）（％）
組織化に取
組んでいる
組織化を検
討している
将来的に考
える必要を
感じている
組織化を考
えていない 無回答 件数
パート・
アルバイト
10%未満 0.0	 0.0	 20.0	 71.4	 8.6	 70
10%以上 0.0	 0.0	 25.0	 75.0	 0.0	 8
20%以上 0.0	 0.0	 0.0	 100.0	 0.0	 3
有期契約社員 10%未満 6.2	 0.0	 22.2	 67.9	 3.7	 81
10%以上 0.0	 0.0	 33.3	 66.7	 0.0	 6
派遣社員 10%未満 0.0	 0.0	 20.3	 78.4	 1.4	 74
10%以上 0.0	 0.0	 23.3	 75.0	 1.7	 60
20%以上 0.0	 0.0	 17.3	 80.0	 2.7	 75
請負社員 10%未満 0.0	 0.0	 21.2	 76.9	 1.9	 52
10%以上 0.0	 0.0	 17.4	 73.9	 8.7	 23
20%以上 0.0	 0.0	 30.8	 69.2	 0.0	 26
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くはない。ほとんどは報告を受ける段階にとどまっており，労働組合とし
ての発言が十分になされているとはいいがたい。組織化についてはほとん
ど進んでいない。その意味では，ほとんどの労働組合については，現場の
課題を認識し，経営側からの報告による把握はされているものの，それが
発言にまでは至っていないといえる。
ただし，活用比率との関係でいえば，外部人材の活用比率が高くなるに
従い協議・報告を行う傾向がみてとれる。その意味では，活用比率の高ま
りは把握から発言への一歩を踏み出す契機になっているといえる。とはい
え，活用比率が高まるほど，組織化意欲が強まるわけではない。組織化へ
踏み出す契機にはなりえていないのである。
非正規雇用者の活用が進む職場において様々な課題が生じている中で，
労働組合がどのように対応していくべきかが問われている。しかし本稿で
検討した限りでは，労働組合の対応は十分とはいいがたい。活用比率の高
い職場ではそれなりの割合で発言しているものの，十分とはいえない。ま
してや組織化についてはほとんど進んでいない。要は，課題を認識しなが
らも，それが発言や組織化など具体的な行動に結びついていないのである。
そうした具体的行動をためらわせる要因は何か。その検討は今後の課題で
ある。
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